
 

公益社団法人沖縄県地域振興協会無期雇用職員の管理に関する要綱 

 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、公益社団法人沖縄県地域振興協会嘱託職員の管理に関する要綱

（以下「嘱託職員管理要綱」という。）第 18 条第３項の規定により、公益社団法人

沖縄県地域振興協会（以下「協会」という。）の無期雇用となった職員（以下「無期

雇用職員」という。）の雇用、給与その他の勤務条件に関し必要な事項を定め、人事

管理の適正な運営を図ることを目的とする。 

 

（定義及び条件） 

第２条 この要綱において無期雇用職員とは、嘱託職員管理要綱第 18条の規定に基づ

き雇用され、一般職に属する職員で、次の場合に委嘱する者をいう。 

⑴ 専門的知識、技能等を要する協会の基幹的業務に従事させる場合 

⑵ 基幹的業務として、予算・経理等の会計事務全般、又は総会・理事会運営等の法人

事務及び助成事業の総括業務に従事し、いずれの業務への配置転換を可能とする場合 

⑶ その他会長が特に必要と認める場合 

 

（定年退職等） 

第３条 無期雇用職員は、定年に達する日の属する年度の末日に退職する。 

２ 無期雇用職員の定年は、年齢 60 歳とする。但し、本人が希望し、解雇又は退職事由

に該当しない者については、１年毎の契約期間を定めて再雇用し、満 65 歳に達する日

の属する年度の末日までを上限に更新することができるものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、沖縄県職員の定年等に関する条例又は沖縄県職員の再任用

に関する条例等が変更となった場合は、これに準ずるものとする。 

 

（雇用手続） 

第４条 無期雇用職員を雇用する場合は、雇用する日の前日までに次の書類を添付して

専務理事の承認を受けなければならない。 

 ⑴ 履歴書 

 ⑵ 身分証明書（市町村発行） 

 ⑶ 身元保証書（第１号様式） 

 ⑷ 誓約書（第２号様式） 

 ⑸ 健康診断書 

 ⑹ 別表２の所持資格欄に区分する資格証明書等の写し（該当者のみ） 

 ⑺ その他人事管理上必要と認める書類 

 



 

（雇用の通知） 

第５条 無期雇用職員の雇用は、別紙様式（第３号様式）に定める雇用通知書を交付

して行うものとする。 

 

（退職） 

第６条 第３条に定めるもののほか、無期雇用職員が次の各号いずれかに該当する

ときは、退職とする。  

 ⑴ 退職を願い出て協会が承認したとき、又は退職願を提出して 30 日を経過し

たとき 

 ⑵ 第 20条に定める休職期間が満了し、なお休職事由が消滅しないとき 

 ⑶ 死亡したとき 

２ 無期雇用職員が退職し、又は解雇された場合、その請求に基づき、使用期間、

業務の種類、地位、賃金又は退職の事由を記載した証明書を遅滞なく交付する。 

 

（解雇） 

第７条 無期雇用職員が次の各号のいずれかに該当するときは、その意に反してこれを

解雇することができる。 

 ⑴ 勤務実績が良くない場合 

 ⑵ 心身の故障のため、職務の遂行に支障があり、これに堪えない場合 

 ⑶ 禁固以上の刑に処された場合 

 ⑷ 前３号に規定する場合のほか、その職に必要な適格性を欠く場合 

 ⑸ 経営の悪化又は事業の改廃等業務の都合により、やむを得ない事由が生じた場合 

 ⑹ その他、前各号に準ずるやむを得ない事由がある場合 

 

（解雇予告） 

第８条 前条の規定により無期雇用職員を解雇しようとするときは、労働基準法（昭和

22 年法律第 49 号）第 20 条第１項の規定に基づき、解雇予告を行わなければならない。 

 

（給与） 

第９条 無期雇用職員には、給料、通勤手当、時間外勤務手当、期末手当、勤勉手当及

び資格手当を支給するものとする。 

２  給料月額は、業務の内容及び職務経験等を勘案して算定し、その額は別表１に定

めるとおりとする。また、同表下備考に規定された要件を満たした場合に

職能級を昇格させ、直近１年間の人事評価結果に応じて翌年度より昇給

できるものとし、昇給後の給料月額は、別表２の人事評価結果欄の区分

に応じた号給数を加算した号給の額とする。 

３ 通勤手当、時間外勤務手当の支給額は、常勤職員の例による。また、期末手当、



 

勤勉手当及び資格手当の支給額は、別表２のそれぞれ該当する欄の区分に応じ

た額とする。 

４ 給料、通勤手当、時間外勤務手当、期末手当、勤勉手当及び資格手当の支給方法

は、常勤職員の例によるものとする。 

 

（退職金） 

第 10 条 無期雇用職員の退職金の積立のため、協会は中小企業退職金共済（以下「中

退共」という。）の制度に加入するものとし、協会が中退共に対して支払う月額掛金

は、別表２の退職金積立欄の区分に応じた額とする。 

２ 前項による退職金の支払方法及び支払時期は、中退共制度が定める方法の例による。 

３ 第 16 条第２項第２号又は第 20 条第１項及び第３項に定める休職等の日数がその月

の所定労働日数の２分の１を超える期間中は、中退共への掛金納付を停止する。 

４ 退職の事由が第７条第１項第３号又は第４号の場合、中退共に退職金の減額を申し

出ることがあるものとする。 

 

（旅費） 

第 11条 無期雇用職員が業務のため出張した場合は、常勤職員の例により旅費を支給す

る。 

 

（服務） 

第 12条 無期雇用職員は、その職務の遂行にあたっては、全力を挙げてこれに専念しな

ければならない。 

２ 無期雇用職員は、その職務の遂行にあたっては、この要綱に定めるもののほか、協

会の関係する規程を遵守するとともに、上司の職務上の指示に従わなければならない。 

３ 無期雇用職員は、常勤職員に準じて起案手続等を行うことができるものとする。 

４ 無期雇用職員は、協会の秩序又は職場の規律等を乱すことをしてはならない。 

５ 無期雇用職員は、その他協会の信用を傷つける行為をしてはならない。 

６ 無期雇用職員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も

同様とする。 

 

（勤務日数） 

第 13 条 無期雇用職員の１月の勤務日数は、常勤職員の勤務日数以内とし、再雇用職員に

あっては、沖縄県の再任用職員の勤務形態に準ずるものとする。 

 

（年次有給休暇） 

第 14条 無期雇用職員の年次有給休暇の日数は、別表３のとおりとする。 

２ 付与された年次有給休暇の日数のうち、その年に受けなかった日数がある場合は、



 

その日数を翌年に限り繰り越すことができるものとする。 

３ 有給休暇の承認については、常勤職員の例による。 

 

（年次有給休暇以外の有給休暇） 

第 15条 無期雇用職員の年次有給休暇以外の有給休暇については、別表３に定めるとお

りとし、その承認については、常勤職員の例による。 

 

（無給休暇） 

第 16条 無期雇用職員の無給休暇（療養休暇を除く。）については、別表４に定めると

おりとし、その承認については、常勤職員の例による。 

２ 無給休暇として、次の各号いずれかに該当する場合は、当該期間の療養休暇を

与えるものとする。但し、当該療養休暇の期間の日数、週数、月数及び年数中

には、勤務を要しない日及び休日を含むものとする。 

 ⑴ 業務による傷病のため療養を要する場合は、必要と認める期間 

 ⑵ 業務によらない負傷又は疾病（結核性疾患を含む。）により、療養のため休暇の

請求があった場合は、１年６月の範囲において必要と認める期間 

 

（災害補償） 

第 17条 無期雇用職員が業務上死亡し、負傷し又は疾病にかかった場合においては、法

の定めるところにより補償を行うものとする。 

２ 前項の規定により災害補償を受けるべき職員が同一の事由について、労働者災害補

償保険法（昭和 22 年法律第 50 号）の保険給付を受けるときは、前項の規定による補

償を行わないものとする。 

 

 （降任及び休職） 

第 18 条 無期雇用職員が次の各号のいずれかに該当する場合は、降任又は休職を命ず

ることがある。 

 ⑴ 傷病により第 16 条第２項の規定による療養休暇の期間を超えると認められる場

合 

 ⑵ 刑事事件に関し起訴された場合 

 ⑶ その他特別の事由がある場合 

 

 （降任及び休職の手続） 

第 19 条 前条第１項第１号の規定により、無期雇用職員に降任又は休職を命ずる場合

は、医師２名以上を指定して、あらかじめ診断を行わせなければならない。 

２ 降任又は休職の処分は、辞令を交付して行わなければならない。 

 



 

 （休職期間及び復職） 

第 20 条 第 18 条第１項第１号の規定に該当する場合における休職の期間は、休養に要

する程度に応じて３年以内の期間とする。 

２ 会長は、前項の規定による休職の期間中であっても、その事由が消滅したと認めら

れるときは、すみやかに復職を命ずるものとする。 

３ 第 18 条第１項第２号の規定に該当する場合における休職の期間は、当該刑事事件

が、裁判所において係属する間とする。 

４ 休職者は、無期雇用職員としての身分は保有するが、職務に従事しない。 

５ 結核性疾患により休職であった者が、復帰後６カ月以内に同疾患により再び休養を

要するに至ったときは、休職中の疾病の継続として取り扱い、その日から休職を命ず

るものとする。この場合の休職期間については、復帰前の休職期間を通算するものと

する。 

６ 結核性以外の疾病により休職であった者が、復帰後３カ月までの間に再び同傷病に

より休養を要するに至った場合は、休職中の傷病の継続として取り扱い、その日から

休職を命ずるものとする。この場合の休職期間については、復帰前の休職期間を通算

するものとする。 

 

（委任） 

第 21 条 この要綱に定めるもののほか、無期雇用職員の雇用等に関して、必要な事項

は、会長が別に定める。 

 

 

   附 則 

 この要綱は、令和４年２月 22日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和４年 11月 29日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和６年 11月 21日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和７年５月 30日から施行する。 

 

 

 

 

 

 



 

別表１（給料表） 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

 

※備考１：無期雇用職員転換時は１級１号から適用し、次の各号に定める要件を満たす毎に１

級上位の職能級へ昇格することとし、昇格後は当該級の１号からの適用とする。 

但し、連続して１月を超える休暇又は休職（以下「休職等」という。）の期間は通

算期間から控除する。この場合、当該年度の人事評価が出来ない場合は昇給及び昇格

させないものとし、翌年度に改めて評価・昇給・昇格判定を行うものとする。 

⑴１級：両方の職務（Ⅰ及びⅡ）を１年以上経験かつ無期雇用通算４年超、２級へ昇格 

⑵２級：２級昇格後通算８年超又はこれに準ずると専務理事が認める場合、３級へ昇格 

※備考２：無期雇用職員転換時の職務給（Ⅰ又はⅡ）を基準とするため、その後、職務を変更

した場合であっても、当該職員の給与に適用する職務給は原則変わらない。 

※備考３：上記備考２にかかわらず、両方の職務（Ⅰ及びⅡ）をいずれも通算３年以上経験か

つ直近３年度の人事評価が連続で B 以上の要件を満たした場合、職務給Ⅲへ変更す

ることとし、変更後は従前と同じ職能級の１号からの適用とする。 

但し、休職等により当該年度の人事評価が出来ない場合は変更させないものとし、

翌年度に改めて評価・変更判定を行うものとする。 



 

別表２ 

区分 人事評価結果 加算号給数、加算率 

昇 

給
・
加
算
率 

Ａ １号給、109/100 

Ｂ １号給、107/100 

Ｃ １号給、105/100 

Ｄ 号給加算なし、100/100 

区分 支給月 支給額 

期
末
手
当 

６月 
給料月額×130/100×加算率（上記人事評価 

          結果欄の区分による） 

１２月 
給料月額×130/100×加算率（上記人事評価 

          結果欄の区分による） 

勤
勉
手
当 

６月 給料月額×期間率(下記勤務期間欄の区分による) × 

加算率（上記人事評価結果欄の区分による） 

１２月 給料月額×期間率(下記勤務期間欄の区分による) × 

加算率（上記人事評価結果欄の区分による） 

区分 勤務期間 割合 

期 

間 

率 

６箇月 100分の 100 

５箇月15日以上６箇月未満 100分の 95 

５箇月以上５箇月15日未満 100分の 90 

４箇月15日以上４箇月未満 100分の 80 

４箇月以上４箇月15日未満 100分の 70 

３箇月15日以上４箇月未満 100分の 60 

３箇月以上３箇月15日未満 100分の50 

２箇月15日以上３箇月未満 100分の40 

２箇月以上２箇月15日未満 100分の30 

１箇月15日以上２箇月未満 100分の20 

１箇月以上１箇月15日未満 100分の15 

15日以上１箇月未満 100分の10 

15日未満 100分の５ 



 

０ ０ 

区分 所持資格 取得級別の支給月額 

資
格
手
当 

日商簿記検定 ２級 5,000円、３級 2,000円 

公益法人 

会計検定 
２級 5,000円、３級 2,000円 

地域公共政策士 8,000円、初級地域公共政策士 5,000円 

区分 職能級 掛金月額（※） 

退
職
金
積
立 

１級 14,000円 

２級 16,000円 

３級 20,000円 

 

※備考１：中小企業退職金共済制度にかかる関係法令の改正が行われた場合又は経営状況の変

化等により必要となる場合は、当該改正等に応じた掛金月額の変更を検討できること

とする。 

 

※備考２：６月１日または 12 月１日の各基準日時点において、直近の人事評価が終了してい

ない嘱託職員の勤勉手当加算率については、「Ｃ」とする。 

 



 

別表３ 

区分 採用から起算した継続勤務の期間（※１） 付与日数 

年
次
有
給
休
暇 

２月 11日 

１年２月 12日 

２年２月 13日 

３年２月 15日 

４年２月 17日 

５年２月 19日 

６年２月以上 20日 

年 

次 

有 

給 

休 
暇 
以 

外 

の 

有 

給 

休 

暇 

休暇の事由 期 間 

⑴ 伝染予防法による交通しゃ断又は隔離 理由の発生期間 

⑵ 風水震火災その他非常災害による交通しゃ断 理由の発生期間 

⑶ 風水震火災その他天候地変による職員の現住居の

滅失又は破壊 
15日（連続した日） 

⑷ 交通機関の事故等（交通機関のスト含む）不可抗

力の事故 
理由の発生期間 

⑸ 業務、事業の全部又は一部の停止（台風の襲来等

による事故発生防止の措置含む） 
理由の発生期間 

⑹ 検疫法による感染症の恐れのための停留又は感染

症予防法による感染の防止のための必要な協力 

必要と認める期間 

⑺ 裁判員、証人、鑑定人、参考人等としての官公署

への出頭 

必要な日又は時間 

⑻ 選挙権等公民権の行使 必要な日又は時間 

 

 

 

⑼ 忌引き（※２） 

配 偶 者 10日 

 

血族 
父母・子 ７日 

兄弟姉妹・祖父母 ３日 

孫・叔父叔母 １日 

 

姻族 

（但し、

生計を

一にす

る場合

は血族

に準ず

る） 

父母・子 ３日 

兄弟姉妹・祖父母 １日 

叔父叔母 １日 



 

⑽ 旧盆休暇 該当日の内１日 

⑾ 夏季休暇（５月～11月） ３日 

⑿ 病気休暇 10日以内で必要と認める

日又は時間 

⒀ 公傷休暇 必要と認める期間 

⒁ 定期健康診断の受診 １年度において１日以内 

⒂ 結婚休暇（結婚の日の５日前の日から当該結婚の

日後１月を経過する日まで） 

５日（連続した日） 

⒃ 女性の職員が生後１年に達しない生児を育てる場

合（育児休暇※３） 

１日２回各 30分以内 

⒄ 妊娠中の職員が通勤に利用する交通機関の混雑の

程度が母体の健康維持に重大な支障を与える程度

に及ぶ場合（通勤緩和休暇※３） 

勤務始め又は終わりに１

日を通じて１時間以内 

⒅ 妊娠中及び出産後１年以内の職員が母子保健法に

よる健康診査及び保健指導を受ける場合（但し、

医師等の特別の指示があった場合は、いずれの期

間でもその指示された回数。） 

各回１日以内で必要と認

める時間（妊娠 23週まで

４週１回、妊娠 24週から

35週まで２週１回、妊娠

36週から出産まで１週１

回、産後１年以内１回） 

⒆ 配偶者の出産時の看護・家事等（出産補助休暇） 産前 10日以内又は産後

10日以内において、３日 

⒇ 配偶者の出産のための当該出産に係る子又は小学

校就学の始期に達するまでの子の養育（育児参加

休暇） 

その出産予定日の８週間

（多胎妊娠 14週間）前の

日から当該出産の日以後

１年を経過する日までの

期間内において、５日 

(21) 配偶者、父母、子、配偶者の父母その他沖縄県人

事委員会規則で定める者（以下「配偶者等」とい

う。）の看護、養育する義務教育終了前の子（配

偶者の子を含む。この号において同じ）に予防接

種若しくは健康診断を受けさせるため又は養育す

る義務教育終了前の子に係る沖縄県人事委員会規

則で定める事由に該当する場合（子育て支援・家

族看護休暇） 

５日（その養育する義務

教育終了前の子が２人以

上の場合、10日）以内の

日または時間（職員の事

情を考慮し沖縄県人事委

員会規則で定める職員に

あっては、当該期間に１

日を加える） 



 

(22) 配偶者等で、負傷、疾病又は老齢等により２週間

以上の期間にわたり日常生活を営むのに支障があ

るもの（以下「要介護状態にある対象家族」とい

う。）の介護又は通院等の付添い、介護サービス

の提供を受けるために必要な手続の代行その他法

令で定める世話を行う場合（介護休暇） 

５日（要介護状態にある

対象家族が２人以上の場

合、10日）以内の日又は

時間 

(23) 不妊治療に係る通院等のため勤務しないことが相

当であると認められる場合 

５日（当該通院等が体外

受精その他沖縄県人事委

員会規則で定める不妊治

療に係るものである場合

にあっては、10日）以内

の日又は時間 

(24) 前各号の他、専務理事が必要と認める場合 必要と認める期間 

※備考1：年次有給休暇を付与する基準日は、採用から２月経過した日の属する年度の翌年度以

降は、４月１日とする。 

※備考2：⑼忌引きで葬祭のため遠隔地に赴く必要ある場合には実際に要する往復日数の加算が

できる。 

※備考3：⒃育児休暇と⒄通勤緩和休暇を併用する場合は１日を通じて１時間30分以内とする。 



 

別表４ 

無
給
休
暇 

休暇の事由 期 間 

⑴ 産前・産後休暇※ その出産予定日の６週間

（多胎妊娠の場合 14週

間）前の日から当該出産

の日後８週間を経過する

日までの期間内で、予め

必要と認める期間。但

し、産後の期間は６週間

を下回ってはならない。 

⑵ 子の出生後８週間以内に休暇を請求した場合

（出生時育児休業※） 

出生後８週間を経過する

日までの期間内で、２回

まで通算 28日の範囲内

で必要と認められる期間 

⑶ １歳未満の子を養育するため休暇を請求した場

合（育児休業※） 

１歳に到達する日までの

期間内で必要と認める期

間及び回数又は、その他

法令の定めにより延長が

必要と認められる期間及

び回数 

⑷ ３歳未満の子を養育するため１日の勤務時間の

一部について休暇を請求した場合（育児短時間

勤務※） 

勤務始め又は終わりに１

日を通じて２時間（所定

労働５時間45分） 

⑸ 妊娠中及び出産後の職員が母子保健法による健

康診査及び保健指導に基づく指導事項を守るた

め勤務しないことがやむを得ないと認められる

場合※ 

必要と認める期間 

⑹ 生理休暇 必要と認める期間 

⑺ 骨髄移植のため骨髄提供のため 必要と認める期間 

⑻ 要介護状態にある対象家族の介護のため休暇を

請求した場合（介護休業※） 

対象家族１人につき３回

まで通算 93日の範囲内

で必要と認められる期間 

⑼ 要介護状態にある対象家族の介護のため１日の

勤務時間の一部について休暇を請求した場合

（介護短時間勤務※） 

連続する３年の期間内に

おいて２回まで１日を通

じて２時間以内で必要と

認められる時間（単位は



 

30分） 

⑽ 前各号の他、専務理事が必要と認める場合 必要と認める期間 

 

※備考：上記の運用にあたり必要なものは別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第１号様式（第４条関係） 

 

 

 

身 元 保 証 書 

 

 

 

 

  本籍                          

 

  住所                          

 

  氏名                 (印) 

 

 

 

  上記の者については、私がその身元保証人となり、職員として品位を汚すような 

行為をさせないようにし、在職中一身上のことについて、一切の責任を引き受けます。 

 

 

          令和  年  月  日 

 

 

 

  住所              

                       身元保証人 

                                     氏名          (印)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第２号様式（第４条関係） 

 

 

宣 誓 書 

 

 

 

私は、無期雇用職員となるにあたって、下欄に記載する内容を遵守することを

ここに誓います。 

 

 

【規範・法令等の遵守及び秘密保持・引継ぎ】 

⑴ 公益社団法人沖縄県地域振興協会（以下「協会」という。）の財産・備品等の不正な

使用、特定の個人・団体へ不正に利益を与える行為、その他法令等に違反しないこと。 

⑵ 協会の内外を問わず、在職中、又は退職若しくは解雇によりその職員の地位を失った

後も、職務上知り得た情報等を、不正に開示したり、不正に使用したりしないこと。 

⑶ 配置転換又は退職時において、従前の職務で用いた備品・ファイル・電子機器類等

（紙、電子データ及びそれらが保存されている一切の媒体を含む）及び業務で必要とな

る情報等のすべてについて適正に引き継ぎを行い、その後、複製物等は破棄すること。 

   

【退職の意思表示の擬制】 

⑷ 疾病・事故等により連続して２週間以上又は１年度に通算して 20日以上、意思の疎

通が図れない場合は、退職の意思表示をしたものとみなされることに同意すること。但

し、予め協会に了承を得ていた場合又は協会が相当な理由があると認めた場合を除く。 

 

【損害賠償又は債務弁済】 

⑸ 職務又は雇用上の事項等に関し、協会に対して損害を及ぼしたとき又は債務を負った

場合、誠実に賠償又は弁済すること。また、協会が求める場合には、事前に届出のあっ

た身元保証人又はその他資力を有する者等を、連帯保証人又は連帯債務者とすること。 

 

 

 

    令和  年   月  日 

                                     

                     氏名                   印 

 

 



 

第３号様式（第５条関係） 

 

 

 

雇 用 通 知 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    公益社団法人沖縄県地域振興協会無期雇用職員に雇用する 

 

    雇用期間は定年に達する日の属する年度の末日までとする 

     

    給料は公益社団法人沖縄県地域振興協会無期雇用職員の管理に関する 

    要綱給料表 職務給 の 級  号（      円）を給する 

次年度以降は上記要綱等の定めに基づく昇給等を行うものとする 

 

 

 

 

 

                   

    令和  年   月  日 

                   

                   

                     公益社団法人沖縄県地域振興協会 

                       会 長 

 

 

 

 


